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   ○○○事務所      消 防 計 画 

令和○○年○○月○○日作成 

 

第 1条 この計画は，消防法第８条第１項に基づき，防火管理業務について必要な事項を定め，火 

災，地震その他の災害の予防と人命の安全，被害の軽減を図ることを目的とする。 

 

第 2条 防火管理者  消防 太郎     は，この計画に定める一切の権限を有し，次の任 

務を行う。 

（１）従業員等に対する防火管理上必要な指示命令又は監督 

（２）避難又は防火上必要な設備の維持管理 

（３）建物等の自主検査及び消防用設備の点検並びに指示監督 

（４）消防署に対する関係法令に基づく各種報告及び指導の要請並びに連絡業務 

（５）消防計画の検討並びにこれに基づく教育及び訓練の企画又は実施 

（６）防火対象物維持台帳等の保管及び管理 

（７）その他防火管理上必要な業務 

 

第 3条 日常における火災予防及び震災時の被害軽減を図るため，火元責任者の担当区域及び任務 

内容を次のように定める。 

火 元 責 任 者 担 当 区 任 務 内 容 

消防 花子 厨 房 

日
常
の
火
災
予
防 

１ 喫煙，灰皿，湯沸場等の火気管理 

２ 火気使用設備器具，電気設備器具の使用する前後の安全 

管理 

３ 消防用設備等の維持管理 

４ その他火災予防上必要な事項  

消防 二郎 事務室 

地

震

対

策 

１   事務室、倉庫      における危険物品等の転落 

落下防止措置 

２ 火気使用設備器具の転落防止及び安全確認 

３ 地震発生時における在館者の安全確保のための指示，指導 

４ 地震時における出火防止措置及び確認  

５ その他，地震対策上必要な事項  

避 難 場 所   集合場所は一時的に  ○○○事務所駐車場  とし， 

 

         最終避難場所は    □□□会館○○室   とする。 

 

第４条 自主検査及び消防用設備の点検日を次のように定め，検査及び点検を次の点検表により実 

 施する。消防用設備等の機器点検を６ヶ月ごととし，総合点検を１年目に併せて実施する。 

なお，その点検結果を 〇 年に１回， 〇 月に管轄の消防署長に報告する。 

 

 

記 入 例 
※作成例はあくまでも参考です。事業所にあった内容のものを作成してください。 
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自
主
検
査 

区 分 
実施者 
及び実施日 

建 築 物 
火気使用 
設備器具 

電気設備 
器 具 

危険物 
施 設 備 考 

検 査 

実 施 日 

    月 

    月 

    月 

    月 

    月 

    月 

    月 

    月 

 

検査担当者      

消
防
用
設
備
の
点
検 

区 分 

実施区分 
点検種別 

消火設備 
器  具 

避難設備 
器  具 

警報設備 
器  具  

点 検 種 別 
及び 

点検実施日 

機 器 点 検 

総 合 点 検 

    月 

    月 

    月 

    月 

    月 

    月 

 

点検担当者      

第５条 消防訓練を年 〇  回以上実施するものとする。（特定用途防火対象物は年２回以上） 

防火管理者は，消防訓練を実施する場合，７日前までに管轄の消防署長に通知するものとする。 

第６条 自衛消防隊組織表 

自 衛 消 防 隊 長 

氏名  高野 消太 

 

防 火 管 理 者 

氏名  消防 太郎 

 

防火責任者（防火管理者の補佐） 

氏名  消防 花子 

 

係 部 署 氏    名 任  務  内  容 

消

火

班 
 

消防 二郎 
消火器により積極的に消火活動にあたる。 

（消火器による消火活動は，天井に火が移るまで） 

避
難
誘
導
班 

 

高野 消一 

入館者を建物外に誘導すること。 

混乱防止のため大声で避難方向，避難方法等につい

て指示すること。 

通

報

班 

 

消防 花子 
火災を発見したときは，消防機関（１１９）に通報す

るとともに，建物の関係者に連絡する。 

救

護

班 

 

消防 花子 

負傷者に対する応急処置 

救急隊との連携，情報の提供 

負傷者の氏名，負傷程度の記録 

 

休日・夜間 無人となる場合の緊急連絡先 

氏 名 高野 消太 

電話番号 ○○○－○○○○－○○○○ 

自動火災報知設備等の確認，避難誘導及び消火

活動の指揮並びに避難人員の確認 

また，到着した消防隊の誘導及び情報の提供 

※ 消防用設備等の自主検査と法定点検の実施月は同一月にならないよう計画してください。 

例 自主検査が１月、７月の場合、法定点検は４月、１０月とするなど実施時期が重ならないようにして下さい。 


